
平成２６年４月３日 

 

 

 

大島町 政策推進課 災害対策復興係 

 

 

◆ 調査の概要 

１．調査目的：被災者の生活再建や産業再建、地域基盤整備、防災まちづくりなど、復興へ

の意向を把握し、復興計画の検討に反映するための基礎情報の収集 

２．調査対象：大島町の全世帯・被災者 

３．調査時期：平成２６年２月２０日～３月５日 

４．調査方法：被災者：罹災証明の交付を受けた方 

・郵送配布（配布数：218(外、丌着:3)）、郵送回収  

全島民：町内の全世帯 

・全戸配布、町役場及び出張所に設置した回収箱への投函 

・配布数想定：4,821 （※平成 26 年 1 月末住民基本台帳） 

５．回答者数：５５１回答 

（被災者：９７人  [回収率:44%] ） 

    

【基本属性】 

○ 性別 

57.5%

73.2%

54.2%

41.4%

26.8%

44.5%

1.3%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

被災者+全島民

被災者

全島民

男性 女性 無回答

 
○ 年齢 

7.8%

9.3%

7.5%

14.9%

20.6%

13.7%

29.2%

23.7%

30.4%

27.2%

19.6%

28.9%

13.8%

14.4%

13.7%

0.2%

0.2%

1.1%

3.1%

0.7%

5.1%

9.3%

5.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

被災者+全島民

被災者

全島民

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80才以上

 

大島町 復興計画策定に向けた意向調査 調査結果 
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1．被災状況 

○被災時の居住地 【問４】 

 

神達 二丁目 三丁目 その他 無回答
助田､川の

道
急傾斜地周

その他 無回答

被災者+全島民 217 13 40 37 86 41 68 64 1 36 27
39.4% 2.4% 7.3% 6.7% 15.6% 7.4% 12.3% 11.6% 0.2% 6.5% 4.9%

被災者 73 13 23 18 9 10 2 4 1 1 2
75.3% 13.4% 23.7% 18.6% 9.3% 10.3% 2.1% 4.1% 1.0% 1.0% 2.1%

全島民 144 17 19 77 31 66 60 35 25
31.7% 3.7% 4.2% 17.0% 6.8% 14.5% 13.2% 7.7% 5.5%

元町 北の山 岡田

 

泉津沢周
辺

その他 無回答

48 3 16 29 18 8 56 24 32 13 3 551
8.7% 0.5% 2.9% 5.3% 3.3% 1.5% 10.2% 4.4% 5.8% 2.4% 0.5% 100.0%
7 2 5 1 1 1 7 1 97

7.2% 2.1% 5.2% 1.0% 1.0% 1.0% 7.2% 1.0% 100.0%
41 3 14 24 18 8 55 23 31 6 2 454
9.0% 0.7% 3.1% 5.3% 4.0% 1.8% 12.1% 5.1% 6.8% 1.3% 0.4% 100.0%

泉津 野増 間伏 差木地 クダッチ 波浮港 島外 無回答 調査数

 

8.7%

7.2%

9.0%

3.3%

4.0%

10.2%

12.1% 5.1%

2.4%

31.7%

75.3%

39.4%

14.5%

2.1%

12.3% 11.6%

4.1%

13.2%

1.8%

1.5%

1.0% 1.0%

4.4%

6.8%

1.0%

5.8%

1.3%

7.2%

0.4%

1.0%

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

被災者+全島民

被災者

全島民

元町 北の山 岡田 泉津 野増 間伏 差木地 クダッチ 波浮港 島外

無回答

 

・回答者集計（被災者から回収した票と町内全戸配布して回収した票をあわせて集計した結果（被

災者+全島民））では、39.4％が被災時に元町に住んでいた方である。 

・被災者集計では、元町に居住していた方が 75.3％を占める。 
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○被害状況 【問５ 複数回答】 

 

人的被害 住宅被害
店舗・事業
所被害

農地・山林
被害

漁業施設・
漁船等に
被害

休業・失業
その他被
害

特に大きな
被害はな
かった

無回答 調査数

被災者+全島民 12 103 41 46 3 31 82 303 27 551
2.2% 18.7% 7.4% 8.3% 0.5% 5.6% 14.9% 55.0% 4.9% 100.0%

被災者 7 75 24 17 1 18 24 1 97
7.2% 77.3% 24.7% 17.5% 1.0% 18.6% 24.7% 1.0% 100.0%

全島民 5 28 17 29 2 13 58 302 27 454
1.1% 6.2% 3.7% 6.4% 0.4% 2.9% 12.8% 66.5% 5.9% 100.0%  

2.2%

18.7%

7.4%

8.3%

0.5%

5.6%

14.9%

55.0%

4.9%

7.2%

77.3%

24.7%

17.5%

1.0%

18.6%

24.7%

1.0%

0.0%

1.1%

6.2%

3.7%

6.4%

0.4%

2.9%

12.8%

66.5%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

人的被害

住宅被害

店舗・事業所被害

農地・山林被害

漁業施設・漁船等に被害

休業・失業

その他被害

特に大きな被害はなかった

無回答

被災者+全島民

被災者

全島民

 

 

・被災者集計では、「住宅被害を受けた」が 77．3％で、次いで「店舗・事務所」及び「その他」

の被害が 24.7％、「失業・休業」が 18.6％となっている。 

・全島民集計では、「特に大きな被害はなかった」が 66.5％がとなっている。 
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○被害施設の所在地 【問６】 

 

神達 二丁目 三丁目 その他 無回答
助田､川の

道
急傾斜地周

その他 無回答

被災者+全島民 141 21 43 28 26 23 11 22 1 13 8
63.8% 9.5% 19.5% 12.7% 11.8% 10.4% 5.0% 10.0% 0.5% 5.9% 3.6%

被災者 84 17 28 21 9 9 2 4 1 1 2
87.5% 17.7% 29.2% 21.9% 9.4% 9.4% 2.1% 4.2% 1.0% 1.0% 2.1%

全島民 57 4 15 7 17 14 9 18 12 6
45.6% 3.2% 12.0% 5.6% 13.6% 11.2% 7.2% 14.4% 9.6% 4.8%

元町 北の山 岡田

 

泉津沢周
辺

その他 無回答

21 1 6 14 5 1 3 3 7 15 221
9.5% 0.5% 2.7% 6.3% 2.3% 0.5% 1.4% 1.4% 3.2% 100.0%
7 2 5 1 1 1 96

7.3% 2.1% 5.2% 1.0% 1.0% 100.0%
14 1 4 9 5 1 3 2 6 14 125

11.2% 0.8% 3.2% 7.2% 4.0% 0.8% 2.4% 1.6% 4.8% 11.2% 100.0%

泉津 野増 間伏 差木地 クダッチ 波浮港 無回答 調査数

 

5.0%

10.0%

9.5%

2.3%

0.5%

1.4%

1.4%

3.2%

0.0%

2.1%

4.2%

7.3%

0.0%

0.0%

0.0%

1.0%

1.0%

0.0%

7.2%

14.4%

11.2%

4.0%

0.8%

2.4%

1.6%

4.8%

11.2%

63.8%
87.5%

45.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

元町

北の山

岡田

泉津

野増

間伏

差木地

クダッチ

波浮港

無回答

被災者+全島民

被災者

全島民

 

・回答者集計、被災者集計、全島民集計のいずれも、元町が突出して多くなっている。 
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2．現在の居住状況 

○現在の居住地区 【問７①】 

災害前と
同じ地区

島内で災
害前とは
異なる地
区

島　外 無回答 調査数

被災者+全島民 462 37 21 31 551
83.8% 6.7% 3.8% 5.6% 100.0%

被災者 59 17 20 1 97
60.8% 17.5% 20.6% 1.0% 100.0%

全島民 403 20 1 30 454
88.8% 4.4% 0.2% 6.6% 100.0%  

5.6%

6.6%

83.8%

60.8%

88.8%

6.7%

17.5%

4.4%

0.2%

20.6%

3.8%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

被災者+全島民

被災者

全島民

災害前と同じ地区 島内で災害前とは
異なる地区

島　外 無回答

 

 

・回答者集計では、「災害前と同じ地区に居住」は 83.8％であるが、被災者集計では 60.8％とな

っている。 

・被災者集計では、「島外に居住」が 20．6％、「島内で災害前と異なる地区に居住」が 17．5％

となっている。 
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○現在の住居形態 【問７②】 

災害前と
同じ住宅

災害前と
は別の自
己所有の
住宅

貸家・賃貸
アパート

応急仮設
住宅

親戚や知
人宅

その他 無回答 調査数

被災者+全島民 440 11 18 16 7 19 40 551
79.9% 2.0% 3.3% 2.9% 1.3% 3.4% 7.3% 100.0%

被災者 54 7 7 10 4 9 6 97
55.7% 7.2% 7.2% 10.3% 4.1% 9.3% 6.2% 100.0%

全島民 386 4 11 6 3 10 34 454
85.0% 0.9% 2.4% 1.3% 0.7% 2.2% 7.5% 100.0%  

10.3% 4.1%

7.3%

6.2%

7.5%

79.9%

55.7%

85.0%

2.0%

7.2%

0.9%
2.4%

7.2%

3.3%2.9%

1.3%

1.3%

0.7%

3.4%

9.3%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

被災者+全島民

被災者

全島民

災害前と
同じ住宅

災害前とは別の
自己所有の住宅

貸家・賃貸
アパート

応急仮設
住宅

親戚や
知人宅 その他 無回答

 

 

 

・回答者集計では「災害前と同じ住宅に居住」が 79.9％であるが、被災者集計では 55.7％となっ

ている。 

・被災者集計では「応急仮設住宅」が 10.3％、「貸家・賃貸アパート」が 7.2％、「親戚や知人宅」

が 4.1％と、21.6％が自宅以外に居住している。 
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3．『1.被災者生活再建支援』に関する意向 

○生活再建に向けて必要な支援 【問８ 複数回答】 

 
土地・貸家
等のあっ
せん

住宅再建
等のため
の資金支
援

町営住宅
の建設

生活資金
の支援

就労の場
の確保

学業継続
や進学へ
の支援

乳幼児や
高齢者・障
がい者の
ケア

体調管理
や精神衛
生へのケ
ア

買物や外
出への支
援

地域交流
の機会や
集会施設
の確保

総合的な
相談窓口
の設置

被災者+全島民 100 256 175 162 89 47 76 116 28 39 162
18.1% 46.5% 31.8% 29.4% 16.2% 8.5% 13.8% 21.1% 5.1% 7.1% 29.4%

被災者 21 51 15 32 9 4 8 17 3 9 25
21.6% 52.6% 15.5% 33.0% 9.3% 4.1% 8.2% 17.5% 3.1% 9.3% 25.8%

全島民 79 205 160 130 80 43 68 99 25 30 137
17.4% 45.2% 35.2% 28.6% 17.6% 9.5% 15.0% 21.8% 5.5% 6.6% 30.2%  

その他 無回答 調査数

30 82 551
5.4% 14.9% 100.0%
9 13 97

9.3% 13.4% 100.0%
21 69 454
4.6% 15.2% 100.0%  

46.5%

31.8%

29.4%

16.2%

8.5%

13.8%

21.1%

5.1%

7.1%

29.4%

5.4%

14.9%

52.6%

15.5%

33.0%

9.3%

4.1%

8.2%

17.5%

9.3%

25.8%

9.3%

13.4%

45.2%

35.2%

28.6%

17.6%

9.5%

15.0%

21.8%

5.5%

6.6%

30.2%

4.6%

15.2%

18.1%

3.1%

21.6%
17.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

土地・貸家等のあっせん

住宅再建等のための資金支援

町営住宅の建設

生活資金の支援

就労の場の確保

学業継続や進学への支援

乳幼児や高齢者・障がい者のケア

体調管理や精神衛生へのケア

買物や外出への支援

地域交流の機会や集会施設の確保

総合的な相談窓口の設置

その他

無回答

被災者+全島民

被災者

全島民

 

・回答者集計では「住宅再建のための資金支援」、「町営住宅の建設」、「生活資金の支援」、「総合的

な相談窓口の設置」の順で挙げられている。 

・被災者集計では、「住宅再建のための資金支援」が 52.6％、「生活資金の支援」が 33.0％、「総

合的な相談窓口の設置」が 25.8％、「土地・貸家のあっせん」が 21.6％となっており、「町営住

宅の建設」は 15.5％と、回答者集計、全島民集計と比較して低い割合となっている。 
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○住宅の再建場所（住宅被害者の意向） 【問９① 住宅被害にあった方のみ】 

対策内容
にかかわ
らず同じ場
所で住宅
再建

対策内容
によって住
宅再建場
所を判断

対策内容
にかかわ
らず別の
場所で住
宅再建

わからな
い、決めら
れない

その他 無回答 調査数

被災者+全島民 31 19 12 7 4 30 103
30.1% 18.4% 11.7% 6.8% 3.9% 29.1% 100.0%

被災者 25 12 10 6 3 19 75
33.3% 16.0% 13.3% 8.0% 4.0% 25.3% 100.0%

全島民 6 7 2 1 1 11 28
21.4% 25.0% 7.1% 3.6% 3.6% 39.3% 100.0%  

18.4%

16.0%

25.0%

8.0%

21.4%

33.3%

30.1% 11.7%

13.3%

7.1%

3.6%

6.8%

3.6%

3.9%

4.0%

39.3%

25.3%

29.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

被災者+全島民

被災者

全島民

対策内容にかかわらず
同じ場所で住宅再建

対策内容によって
住宅再建場所を

判断

対策内容にかかわらず
別の場所で住宅再建

わからない、
決められない その他 無回答

 

・回答者集計では 30．1％、被災者集計では 33.3％が、「防災対策内容にかかわらず同じ場所で住

宅再建をしたい」となっているが、全島民集計では「対策内容によって住宅再建場所を判断する」

が最も多く、25．0％となっている。 

・また、被災者集計では「別の場所で住宅再建したい」が 13.3％と他の集計と比較して高くなって

いる。 
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○被災時と同じ場所での住宅再建を希望する理由  

【問９② 住宅被害にあった方で、問９①で「被災場所で住宅再建したい」、「対策内容によって住

宅再建場所を判断する」と回答した方のみ 】 

自分の土
地がある
から

代替地の
取得が困
難だから

住み慣れ
た場所だ
から

地区のコ
ミュニティ
を重視して
いるから

移転すると
生計を立
てられない

その他 無回答 調査数

被災者+全島民 35 15 30 5 9 6 1 50
70.0% 30.0% 60.0% 10.0% 18.0% 12.0% 2.0% 100.0%

被災者 26 9 22 4 9 4 1 37
70.3% 24.3% 59.5% 10.8% 24.3% 10.8% 2.7% 100.0%

全島民 9 6 8 1 2 13
69.2% 46.2% 61.5% 7.7% 15.4% 100.0%  

30.0%

60.0%

10.0%

18.0%

12.0%

24.3%

59.5%

10.8%

24.3%

10.8%

46.2%

61.5%

7.7%

0.0%

15.4%

0.0%

2.0%

70.0%

2.7%

70.3%

69.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

自分の土地があるから

代替地の取得が困難だから

住み慣れた場所だから

地区のコミュニティを重視しているから

移転すると生計を立てられない

その他

無回答
被災者+全島民

被災者

全島民

 

 

・「被災場所で住宅再建したい」、「対策内容によって再建場所を判断する」と回答した理由として最

も多いのは、いずれの集計も「自分の土地があるから」、次いで「住み慣れた場所だから」となっ

ている。 

・全島民集計では、「代替地の取得が困難」が 46.2％と、他の集計と比較して高くなっている。 
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○被災時と同じ場所での住宅再建を判断する条件  

【問９③ 住宅被害にあった方で、問９①で「対策内容によって住宅再建場所を判断する」と回答

した方のみ】 

ハザード
マップ等の
警戒避難
態勢の整
備

砂防施設
の早期整
備（概ね３
年以内）

時間を要し
ても砂防施
設の整備
（概ね４年
以上）

挙げられた
条件では
判断不能

その他 無回答 調査数

被災者+全島民 2 8 2 4 1 2 19
10.5% 42.1% 10.5% 21.1% 5.3% 10.5% 100.0%

被災者 1 5 1 3 1 1 12
8.3% 41.7% 8.3% 25.0% 8.3% 8.3% 100.0%

全島民 1 3 1 1 1 7
14.3% 42.9% 14.3% 14.3% 14.3% 100.0%  

42.1%

41.7%

42.9%

25.0%

10.5%

8.3%

14.3% 14.3%

8.3%

10.5% 21.1%

14.3%

8.3%

5.3% 10.5%

8.3%

14.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

被災者+全島民

被災者

全島民

ハザードマップ等
の警戒避難態勢

の整備

砂防施設の早期整備
（概ね３年以内）

時間を要しても砂
防施設の整備
（概ね４年以上）

挙げられた
条件では判
断不能

その他 無回答

 

・同じ場所で住宅再建を判断するための条件として、「砂防施設の早期整備（概ね３年以内）」が、

いずれの集計でも最も多いが、「判断できない」との回答も見られる。 
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○被災時と違う場所で住宅再建する場合の希望場所 

【問９④ 住宅被害にあった方で、問９①で「別の場所で住宅再建したい」と回答した方のみ】 

被災前と
同じ地区
の別の場
所

島内の別
の地区

島外 無回答 調査数

被災者+全島民 2 7 1 2 12
16.7% 58.3% 8.3% 16.7% 100.0%

被災者 1 7 1 1 10
10.0% 70.0% 10.0% 10.0% 100.0%

全島民 1 1 2
50.0% 50.0% 100.0%  

58.3%

70.0% 10.0%

50.0%

10.0%

16.7% 8.3%

10.0%

50.0%

16.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

被災者+全島民

被災者

全島民

被災前と同じ地区
の別の場所

島内の別の地区 島外 無回答

 

 

   別の場所で再建したい理由（回答者１０人） 

選択肢 理由 

１．被災前と同じ地区の別の場所で再建したい ・住み慣れた地区内に住みたい（１） 

・土地があるから（１） 

２．島内の別の地区で再建したい ・危険な場所だから、安全性に不安（７） 

３．島外で住宅再建したい ・災害が怖いので今まで通り島外で暮らしたい

（１） 

・いずれの集計も、住宅再建したい場所としては「島内の別の地区」が多くなっている。 

・その理由としては、安全性に対する丌安感が挙げられている。 
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○住宅再建の方法 【問９⑤ 住宅被害にあった方のみ】 

個人で住
宅建設・購

入

被災した住
宅の補修

民間の貸
家やア
パート

町営住宅
に入居

わからな
い、決めら
れない

その他 無回答 調査数

被災者+全島民 15 27 1 3 15 5 37 103
14.6% 26.2% 1.0% 2.9% 14.6% 4.9% 35.9% 100.0%

被災者 9 21 1 2 14 3 25 75
12.0% 28.0% 1.3% 2.7% 18.7% 4.0% 33.3% 100.0%

全島民 6 6 1 1 2 12 28
21.4% 21.4% 3.6% 3.6% 7.1% 42.9% 100.0%  

18.7%

35.9%

33.3%

42.9%21.4%

12.0%

14.6%

21.4%

28.0%

26.2%

1.0%

1.3%

3.6%

2.9%

2.7%

3.6%

14.6%

7.1%

4.0%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

被災者+全島民

被災者

全島民

個人で住宅
建設・購入

被災した住宅
の補修

民間の貸家や
アパート

町営住宅
に入居

わからない、
決められない

その他 無回答

 

 

 

・被災者集計では、「被災した住宅の補修」が 28.0％となっているが、「わからない、決められない」

が 18.7％と、他の集計と比較して多くなっている。 
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4．『2.地域基盤・インフラの復旧』に関する意向 

○地域基盤・インフラ整備に望むもの 【問１０ 複数回答】 

道路、林道
の復旧と
機能強化

公共交通
の利便性
向上

電力施設、
水道施設
の復旧

情報通信
施設の機
能強化

災害廃棄
物の処理

砂防ダム
など災害
対策施設

学校や病
院などの
防災機能

その他 無回答 調査数

被災者+全島民 215 187 173 147 128 296 190 30 47 551
39.0% 33.9% 31.4% 26.7% 23.2% 53.7% 34.5% 5.4% 8.5% 100.0%

被災者 41 31 29 25 20 53 25 7 8 97
42.3% 32.0% 29.9% 25.8% 20.6% 54.6% 25.8% 7.2% 8.2% 100.0%

全島民 174 156 144 122 108 243 165 23 39 454
38.3% 34.4% 31.7% 26.9% 23.8% 53.5% 36.3% 5.1% 8.6% 100.0%  

33.9%

31.4%

26.7%

23.2%

53.7%

34.5%

5.4%

8.5%

32.0%

29.9%

25.8%

20.6%

54.6%

25.8%

7.2%

8.2%

34.4%

31.7%

26.9%

23.8%

53.5%

36.3%

5.1%

8.6%

39.0%

42.3%

38.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

道路、林道の復旧と機能強化

公共交通の利便性向上

電力施設、水道施設の復旧

情報通信施設の機能強化

災害廃棄物の処理

砂防ダムなど災害対策施設の整備

学校や病院などの防災機能強化

その他

無回答
被災者+全島民

被災者

全島民

 

 

・最も望まれていることは「砂防ダムなど災害対策施設の整備」で、回答者集計で 53.7％、被災者

集計で 54.６％となっている。 

・次いで「道路、林道の復旧と機能強化」が挙げられており、被災者集計で 42.3％となっている。 
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○砂防施設整備等への意見 【問１１ 自由記入】 

 

自由回答の主な意見の概要（１３２人が回答） 

砂防施設の整備につ

いて（９８人） 

・今回の災害を専門的に検証して整備してほしい（２０人） 

・強化した砂防施設を整備してほしい（１９人） 

・砂防施設を早期に整備してほしい（１４人） 

・自然や景観に配慮してほしい（１４人） 

・再度の災害を防止してほしい（１０人） 

・住民要望を反映した整備をしてほしい（６人） 

・砂防施設に頼らない対策もとる必要がある（５人） 

・砂防施設整備には財政支援が必要（４人） 

・保守管理をしっかり行う必要がある（３人） 

・砂防施設の上の土地利用を検討する必要がある（１人） 

・建築物等の土砂対策も検討する必要がある（１人） 

・必要な箇所のみに整備してほしい（１人） 

・施設整備に対して感謝（１人） 

土砂対策検討内容の

周知について 

（８人） 

・どのような計画が検討されているか知らせてほしい（４） 

・住民の理解を得ながら検討を進めてほしい（２） 

・危険性のある区域を知らせてほしい（２） 

被災した土地の利用

について（４人） 

・危険な地域への居住制限などが必要（３） 

・神達地区を砂防公園として整備してほしい（１） 

道路整備について 

（３人） 

・道路のネットワーク化が必要（２） 

・将来展望を考えた道路整備の検討が必要（１） 

避難対策について 

（４人） 

・災害に対しては避難が重要（２） 

・道路寸断を想定した避難場所の確保が必要 

・危機管理体制の強化が必要 

電力等の供給につい

て（２人） 

・災害時の電力供給が必要（２） 

 

 

 

・砂防施設整備に対する意見として、「今回の災害を専門的に検証して整備してほしい」「強化した

砂防施設を整備してほしい」との意見とともに、「自然や景観への配慮」についての意見も挙げら

れている。 
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5．『3.産業・観光復興支援』に関する意向 

○産業再建・観光振興に向けて必要な施策 【問１２ 複数回答】 

仮設店舗
や仮作業
所の設置・
貸与

中小企業
への融資
や補助

農林魚業
者への融
資や補助

農地や農
業施設の
復旧

遊休農地
の貸付け

林道や林
業用施設
の復旧

漁港や漁
業関連施
設の復旧

漁場の早
期回復

代替え漁
場の整備

農業、漁業
に関する
技術指導

観光イベン
トへの補助

被災者+全島民 86 134 112 82 93 33 80 119 14 63 156
15.6% 24.3% 20.3% 14.9% 16.9% 6.0% 14.5% 21.6% 2.5% 11.4% 28.3%

被災者 17 24 11 12 10 7 14 18 3 4 35
17.5% 24.7% 11.3% 12.4% 10.3% 7.2% 14.4% 18.6% 3.1% 4.1% 36.1%

全島民 69 110 101 70 83 26 66 101 11 59 121
15.2% 24.2% 22.2% 15.4% 18.3% 5.7% 14.5% 22.2% 2.4% 13.0% 26.7%  

姉妹都市、
友好都市
との交流
の強化

わからな
い、決めら
れない

その他 無回答 調査数

39 65 58 72 551
7.1% 11.8% 10.5% 13.1% 100.0%
12 11 10 15 97

12.4% 11.3% 10.3% 15.5% 100.0%
27 54 48 57 454
5.9% 11.9% 10.6% 12.6% 100.0%  

24.3%

20.3%

14.9%

16.9%

6.0%

14.5%

21.6%

11.4%

28.3%

7.1%

11.8%

10.5%

13.1%

24.7%

11.3%

12.4%

10.3%

7.2%

14.4%

18.6%

4.1%

36.1%

12.4%

11.3%

10.3%

15.5%

24.2%

22.2%

15.4%

18.3%

5.7%

14.5%

22.2%

13.0%

26.7%

5.9%

11.9%

10.6%

12.6%

2.5%

15.6%

3.1%

17.5%

2.4%

15.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

仮設店舗や仮作業所の設置・貸与

中小企業への融資や補助

農林魚業者への融資や補助

農地や農業施設の復旧

遊休農地の貸付け

林道や林業用施設の復旧

漁港や漁業関連施設の復旧

漁場の早期回復

代替え漁場の整備

農業、漁業に関する技術指導

観光イベントへの補助

姉妹都市、友好都市との交流の強化

わからない、決められない

その他

無回答

被災者+全島民

被災者

全島民

 

・最も望まれているものは「観光イベントへの補助」で、回答者集計で 28.3％、被災者で 36.1％

となっており、次いで「中小企業への融資や補助」が挙げられている。 

・被災者集計は「農地や農業施設の復旧」「遊休農地の貸付け」「漁場の早期回復」は、他の集計と

比較して低くなっているが、「姉妹都市、友好都市との交流の強化」は高くなっている。 
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6．『4.防災まちづくりの強化』に関する意向 

○避難体制強化・見直しに向けて対応が急がれるもの 【問１３ 複数回答】 

防災関係
機関の通
信機器の
整備

防災行政
無線の整
備

避難路の
整備

避難手段
の確保

高齢者等
の避難支
援体制の
構築

避難経路
や危険箇
所の周知

避難所とな
る施設の
整備

避難所施
設の改善
や物資の
備蓄

地区ごとの
避難計画
の策定

避難訓練、
避難所開
設訓練の
実施

土砂災害
の恐れの
ある範囲
の明示

被災者+全島民 89 65 71 109 225 175 161 136 114 36 210
16.2% 11.8% 12.9% 19.8% 40.8% 31.8% 29.2% 24.7% 20.7% 6.5% 38.1%

被災者 14 14 16 18 38 32 29 20 9 4 47
14.4% 14.4% 16.5% 18.6% 39.2% 33.0% 29.9% 20.6% 9.3% 4.1% 48.5%

全島民 75 51 55 91 187 143 132 116 105 32 163
16.5% 11.2% 12.1% 20.0% 41.2% 31.5% 29.1% 25.6% 23.1% 7.0% 35.9%  

わからない その他 無回答 調査数

6 37 35 551
1.1% 6.7% 6.4% 100.0%
1 7 5 97

1.0% 7.2% 5.2% 100.0%
5 30 30 454

1.1% 6.6% 6.6% 100.0%  

11.8%

12.9%

19.8%

40.8%

31.8%

29.2%

24.7%

6.5%

38.1%

6.7%

6.4%

14.4%

16.5%

18.6%

39.2%

33.0%

29.9%

20.6%

4.1%

48.5%

7.2%

5.2%

11.2%

12.1%

20.0%

41.2%

31.5%

29.1%

25.6%

7.0%

35.9%

6.6%

6.6%

1.1%

16.2%

20.7%

1.0%

14.4%

9.3%

1.1%

16.5%

23.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

防災関係機関の通信機器の整備

防災行政無線の整備

避難路の整備

避難手段の確保

高齢者等の避難支援体制の構築

避難経路や危険箇所の周知

避難所となる施設の整備

避難所施設の改善や物資の備蓄

地区ごとの避難計画の策定

避難訓練、避難所開設訓練の実施

土砂災害の恐れのある範囲の明示

わからない

その他

無回答

被災者+全島民

被災者

全島民

 

・いずれの集計でも「高齢者等の避難支援体制の構築」「土砂災害の恐れのある範囲の表示」が特に

多くなっている。 

・被災者集計は、特に「土砂災害の恐れのある範囲の表示」が 48.5％と高く、次いで「高齢者等の

避難支援体制の構築」、「避難経路や危険個所の周知」となっている。 
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7．『町民参加の復興計画策定』に関する意向 

○復興に関する意見を伝える方法について 【問１４】 

住民への
説明会な
どに参加し
て伝えたい

個別に町
役場へ意
見を伝えた

い

広報などで
検討状況
を知らせて
ほしい

アンケート
等を通じて
意見を伝
えたい

その他 無回答 調査数

被災者+全島民 63 40 239 111 25 73 551
11.4% 7.3% 43.4% 20.1% 4.5% 13.2% 100.0%

被災者 12 14 34 19 6 12 97
12.4% 14.4% 35.1% 19.6% 6.2% 12.4% 100.0%

全島民 51 26 205 92 19 61 454
11.2% 5.7% 45.2% 20.3% 4.2% 13.4% 100.0%  

7.3%

14.4%

5.7%

19.6%

11.2%

12.4%

11.4% 43.4%

35.1%

45.2% 20.3%

20.1%

4.2%

4.5%

6.2%

13.4%

12.4%

13.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

被災者+全島民

被災者

全島民

住民への説明会など
に参加して伝えたい

個別に町役場へ
意見を伝えたい

広報などで検討
状況を知らせてほ

しい

アンケート等を
通じて意見を伝

えたい
その他 無回答

 

・回答者集計では、「広報などで検討状況を知らせてほしい」が 43.4％、次いで「アンケート等を

通じて意見を伝えたい」が 20．1％となっている。 

・被災者集計では、「広報などで検討状況を知らせてほしい」が 35.1％、次いで「アンケート等を

通じて意見を伝えたい」が 19.6％となっているが、「個別に役場へ意見を伝えたい」が 14.4％

と、他の集計と比較して多くなっている。 
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○大島町の再生に向けて必要な施策 【問１５ 複数回答】 

災害に強
い自立した
まちづくり

安心して住
み続けら
れる住環
境の整備

保険・医
療・福祉の
充実

保育・教育
環境の充
実

農林業、漁
業の一層
の振興

観光産業
や商業の
振興

自然景観
の保全や
緑の育成

再生可能
エネル
ギーの活
用

その他 無回答 調査数

被災者+全島民 267 316 227 44 91 170 130 82 21 53 551
48.5% 57.4% 41.2% 8.0% 16.5% 30.9% 23.6% 14.9% 3.8% 9.6% 100.0%

被災者 51 58 30 5 10 34 33 18 5 10 97
52.6% 59.8% 30.9% 5.2% 10.3% 35.1% 34.0% 18.6% 5.2% 10.3% 100.0%

全島民 216 258 197 39 81 136 97 64 16 43 454
47.6% 56.8% 43.4% 8.6% 17.8% 30.0% 21.4% 14.1% 3.5% 9.5% 100.0%  

57.4%

41.2%

8.0%

16.5%

30.9%

23.6%

14.9%

9.6%

59.8%

30.9%

5.2%

10.3%

35.1%

34.0%

18.6%

10.3%

56.8%

43.4%

8.6%

17.8%

30.0%

21.4%

14.1%

9.5%

3.8%

48.5%

5.2%

52.6%

3.5%

47.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

災害に強い自立したまちづくり

安心して住み続けられる住環境の整備

保険・医療・福祉の充実

保育・教育環境の充実

農林業、漁業の一層の振興

観光産業や商業の振興

自然景観の保全や緑の育成

再生可能エネルギーの活用

その他

無回答

被災者+全島民

被災者

全島民

 

・「安心して住み続けられる住環境の整備」と「災害に強い自立したまちづくり」がいずれの集計で

も多くなっている。 

・被災者集計では上記２つの項目のほか、「観光産業や商業の進行」「自然景観の保全や緑の育成」

が他の集計と比較して高くなっている。 
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○復興に向けた意見・要望 

 

 

・２１０人の方から復興に向けたご意見、ご要望等をいただいた。 

・いただいたご意見等の主な内容は、以下のとおりである。 

   ○復興計画の策定に向けた体制、検討の視点等（５３人） 

   ○今後の避難対策や土砂災害対策等の防災対策について（４９人） 

   ○観光振興等、復興計画策定にあたって重視すべきテーマについて（３２人） 

   ○復興への住民参加について（３１人） 

   ○行政の対応への要望等（２９人） 

   ○被災した土地の利用について（２１人） 

   ○今回の災害対応について（１４人） 

   ○被災した方の住宅再建等について（１１人） 

   ○本アンケートについて（１０人） 

 

  


